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第1章　時代の変化に伴う学校と地域の在り方について

第1節　教育改革、地方創生等の動向から見る学校と地域の連携・協働の必
要性

1．社会の動向と子供たちの教育環境を取り巻く状況等

（1）社会の動向

　我が国は、現在、急激な少子化・高齢化の中にあり、2030年には、65歳以上の割合は総人口の3分の1

に達し、そうなると生産年齢人口は総人口の約58％にまで減少すると見込まれている。日本全体として、

人口減少を克服し、地方創生を成し遂げるため、人口、経済、地域社会の課題に一体的に取り組むこと

が求められている。

　また、グローバル化や情報化が進展する社会の中で、多様な主体が速いスピードで相互に影響し合

い、一つの出来事が広範囲かつ複雑に伝播し、先を見通すことが一層困難になっている。

　さらに、都市化や過疎化の進行、家族形態の変容、価値観やライフスタイルの多様化等を背景とした

地域社会等のつながりや支え合いの希薄化によって、「地域の学校」「地域で育てる子供」という考え方

が次第に失われてきたことが指摘されている。教育は、言うまでもなく、単に学校だけで行われるもので

はない。家庭や地域社会が、教育の場として十分な機能を発揮することなしに、子供の健やかな成長は

あり得ない。家庭教育が困難なケースの増加や地域社会の教育力の低下に伴い、子供の教育に関する

当事者意識も失われていくことで、学校だけに様々な課題や責任が課される事態になっていないだろう

か。家庭や地域社会での教育の充実を図るとともに、社会の幅広い教育機能を活性化していくことは、

喫緊の課題となっていると言わなければならない。また、特に地域を巡る状況は、上述の現代的事情を

背景に、国や社会よりも個人生活の充実など個人個人の利益を大切にする傾向にあり、そのため、互

助・共助の意識も希薄なことから、貴重な学びや成長の機会・場が失われ、地域社会の停滞につながる

一因となっている。これまで活躍してきた社会教育団体も、活動への参加者が十分集まらず、その役割

を十分に果たせていないケースが見られる。

　その一方で、各種の取組を通じて、保護者や地域住民の側に、自ら子供たちに積極的に関わり支援す

ることによって、自分たちの手で学校をより良くし、子供たちを育てていこうとする意識や志が生まれつつ

ある。また、いくつかの地域では、子供も大人も自らが主体となって地域を活性化する取組に挑戦し、学

校を核に、地域全体を「学びの場」と捉え、まち全体の元気を取り戻しつつある。こうした意識の高まりを

的確に受け止め、あるいは、一層醸成していくこと等を通じ、かつての地縁を再生するという視点にとどま

ることなく、新たに地域コミュニティを創り出すという視点に立って、学校と地域の人々、保護者等が力を

合わせて子供たちの学びや育ちを支援する地域基盤を再構築していくこと、さらには、こうした取組を広

げ、常に社会全体で互いの幸せについて考え、そのために何ができるかを問い、学び続ける社会の形成

を進めていくことが課題となっている。

　家庭を巡る状況としては、核家族やひとり親家庭、共働き世帯の増加など、家族形態の変容やつなが

りの希薄化等を背景に、生活保護世帯の増加に見られる貧困問題の深刻化、子育ての不安や問題を抱

え孤立する保護者の増加、児童虐待相談対応件数の増加など、家庭教育が困難な現状が指摘されてお

り、決してこれらは一部の特別な家庭の問題ではない。


